
注記事項 
 
（重要な会計方針） 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・・・償却原価法（定額法） 
その他有価証券・・・・・・・原価法 
 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
番組制作費・・・・・・・・・個別法に基づく低価法 
印刷教材等・・・・・・・・・先入先出法に基づく低価法 
 

３．固定資産の減価償却方法 
（１）有形固定資産 

定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
また、特定の減価償却資産（放送大学学園会計基準第 42）の減価償却相当額につい

ては、拠出剰余金の控除項目である損益外減価償却累計額として表示しております。 
（２）無形固定資産 

定額法によっております。 
なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 
４．引当金の計上基準 
（１）賞与引当金 

役員及び職員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。 
（２）退職給付引当金 

役員及び職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上しております。 
退職給付債務については、簡便法を用いて計上しております。 

（３）学生数等減少準備引当金 
放送大学学園に関する省令第 3 条（平成 15 年文部科学省令第 39号）の規定に基づき、

将来の学生数等の減少に備えて、計上しております。 
 
５．授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 
 
６．業務実施コスト計算書における機会費用等の計上方法 
（１）引当外退職給付増加見積額は、自己都合退職金要支給額の当期増加額を計上しておりま

す。 
 
（２）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計

算は、近隣または類似の賃貸料等を参考に計算しております。 
 
（３）政府拠出等に係る機会費用の計算は、当期首残高 20,667,617,691 円と当期末残高

19,407,527,266 円を加えて 2 で除したものに一定の利率（決算日における 10 年もの国債の

利回り 1.340％）を乗じて算定しております。 
 
７．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 
 
 
 



（キャッシュ・フロー計算書関係） 
資金の期末残高の貸借対照表上の科目 

現金及び預金              1,028,898,921 円 
定期預金             △        0 円 

（差引）資金残高            1,028,898,921 円 
 
 
 
（重要な後発事象） 
  
  「独立行政法人に係る改革を推進するための文部科学省関係法律の整備等に関する法律

（平成 21 年 3 月 31 日法律第 18 号）」（以下、「法律」という。）附則第２条の規定によ

り、法律の施行の時（平成 21 年 4 月 1 日）において独立行政法人メディア教育開発センタ

ーは解散し、国が承継する資産を除き、その一切の権利及び義務を当放送大学学園が承継い

たしました。 
  なお、承継した資産及び負債の具体的な内容につきましては、今後開催される資産評価委

員会の決定によることとなりますので未定であります。 


